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本邦における結核のリスク集団
―人口寄与割合と優先政策に関する検討―

1河津　里沙　　2石川　信克　　1内村　和広

は じ め に

　わが国の結核罹患率は減少傾向が続いている一方で，

患者は高齢者，社会経済的弱者，結核発病の高危険因子

を有する者らへの偏在化を進めている。これまでに「医

学的ハイリスク者」や「高齢者」に対する課題は議論さ

れてきたが，日本における結核のリスク集団の総合的な

評価はされてこなかった。本稿では主に文献調査を通し

てリスク集団の罹患率比（relative risk: RR）および人口

寄与割合（population attributable fraction: PAF）を算出し

た。人口寄与割合とは一般集団における疾病頻度のう

ち，集団寄与危険が占める割合を指しており，公衆衛生

における政策決定に用いられる指標の一つである。それ

ぞれのリスク集団のPAFを算出，比較することで今後

必要とされる調査研究等を明らかにし，介入の優先度の

決定を導く指標の一つとなることを目的とした。

対象と方法

　対象としたリスク集団は次のとおりである。HIV陽性

者，糖尿病患者，関節リウマチ患者，血液透析患者，胃

切除者，低栄養者，高齢者（70歳以上），接触者，医療従

事者（医師および看護師・保健師），ホームレス者，生

活保護受給者，外国人，刑事施設被収容者，高齢者施設

入所者，精神病院入院患者，喫煙者，アルコール過剰摂

取者，薬物乱用者。それぞれのリスク集団に関してPub 

Medおよび医中誌を用いて国内外の文献を検索し，整理

した。

　RRは次のいずれかの方法で求めた。①対象集団に関

する統計資料より計算，②国内の既存の前向きあるいは

後ろ向き調査から引用，③海外のシステマティックレビ

ューから引用。また，方法①は特記がないかぎり，リス

ク集団における罹患率と平成24年の一般人口における

罹患率の比である。

　PAFは得られたRRと一般人口におけるリスク集団の
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Table　Size, TB incidence per 100,000 populations, RR and PAF of selected risk groups in Japan 

Risk population
Size of risk population (n) 
and proportion among the 
national population (Pe)

TB incidence 
per 100,000 
population

Relative risk 
(95％confi dence 
interval)

Population 
attributable 
fraction (％)

HIV positive people

Diabetes patients

Rheumatoid arthritis 
patients

Dialysis patients

Gastrectomy

Elderly aged above 70

Doctors

Nurses

Homeless 

Those receiving public 
assistance

Foreigner workers

Foreigner students

Prisoners

Smokers

Heavy alcohol users

n＝14,7061)

Pe＝0.0001

n＝2,700,0003)

Pe＝0.021

n＝700,000_800,0005)

Pe＝0.0006 

n＝309,9467)

Pe＝0.002

Not known

n＝22,590,00010)

Pe＝0.18

n＝295,04911)

Pe＝0.002 

n＝1,452,63512)

Pe＝0.011

n＝8,26513)

Pe＝0.00006

n＝2,067,24414)＋

Pe＝0.016

n＝682,45015)

Pe＝0.005

n＝180,91916)

Pe＝0.001

n＝68,56517)＃

Pe＝0.0005

n＝21,950,00020)

Pe＝0.17

n＝6,524,36020)¶

Pe＝0.05

  Not known

  238.4

  83.6

  Not known

  Not known

  52.0*

  21.0

  20.2

  4101.6

  78.9

  75.3

  123.3

  220.218)

  Not known

  Not known

342) (N.R)

5.74) (N.R)

4.06) (1.2_6.7)

2.08) (1.2_2.03)

3.89) (2.3_6.3)

5.8 (5.6_6.0)

1.3 (1.0_1.6)

2.7†(2.4_3.0)

245.6 (221.2_273.0)

4.7 (4.5_5.0)

4.5 (4.1_4.9)

7.4 (6.5_8.4)

13.218) (11.2_15.5)

2.019) (N.R)

2.921) (1.9_4.6)

0.4

9.1

1.6

0.2

Not known

46.0

0.1

1.3

1.6

5.7

1.8

0.9

0.7

14.7

8.9

Superscript numbers denote reference numbers.　N.R: not reported　*Ratio of incidence among elderly (aged above 70) to incidence 
among those aged between 0 and 69　＋Monthly average number of those receiving public assistance　＃Monthly average number of 
prisoners　¶Defi ned as those drinking more than 45 g alcohol per day　†Ratio of incidence among nurses to incidence among women 
aged between 20 and 59 in the general population
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資料を用いた。それぞれのリスク集団に関する詳細を

Tableに示した。また，それぞれのリスク集団のRRおよ

びPAFの組み合わせをFig.に表した。

考　　　察

　相対危険度は曝露群の罹患率と非曝露群の罹患率の比

だが，人口寄与割合は対象集団全体の罹患のうち曝露に

由来する割合を示しており，公衆衛生における優先度を

示す指標の一つである。罹患率のようなPAFの高低の

国際的な定義はないが，今回得られたRRおよびPAFを

相対的に比較し，高PAF群，中PAF群，低PAF群に分類

して考察した。

〔高PAF群：高齢者，糖尿病患者，生活保護受給者，喫

割合を用いて算出した。総人口は平成24年10月 1日時

点の人口を用いた（127,515,000人）。また，PAFが 5%

以上を「高PAF群」，1%以上 5%未満を「中PAF群」，

1%未満を「低PAF群」とし，RRと共に検討した。

結　　　果

　RRおよびPAFの推定値を示すことができたのは次の

とおりである。HIV陽性者，糖尿病患者，関節リウマチ

患者，血液透析患者，高齢者，医療従事者，ホームレス

者，生活保護受給者，外国人，刑事施設被収容者，喫煙

者，アルコール過剰摂取者であった。そのうち，HIV陽

性者，喫煙者およびアルコール過剰摂取者に関しては，

国内における相対危険度を示す文献がないため，海外の



Fig.　Risk groups and their RR and PAF (％)
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おける生活保護受給者は増加傾向にあり13)，対策が必要

である。喫煙者およびアルコール過剰摂取者に関しては

全人口に占める割合も高く，介入のインパクトは高いと

考えられる。しかしRRはいずれも海外のシステマティ

ックレビューを参考にしており19) 21)，今後は本邦におけ

る相対危険度を把握するための調査が必要である。特に

喫煙者に関しては，近年喫煙率の減少が認められる一方

で無煙タバコの使用者が増加しているという指摘もあり22)，

啓発等の介入が必要である。

〔中PAF群：ホームレス者，看護師・保健師，外国人

労働者，関節リウマチ患者〕

　中PAF群をPAFが 1%以上 5%未満と定義したが，実

際に当群に該当した全てのリスク集団のPAFは 1%台で

あった。これらのうちRRが 5以上であったリスク集団

はホームレス者のみであった。ホームレス者に関して

は，厚生労働省のホームレスの実態に関する全国調査に

よると，その数は減少傾向にありながら，その一方で路

上には見られないが，慣習的な住居をもたず，ネットカ

フェや24時間飲食店，サウナ，違法貸しルームといっ

た建築基準法に違反している「住居」に寝泊まりしてい

る人々や，飯場，簡易宿泊所などに居住する人々，病院

や刑事施設を退所・退院しても行き場がない人々など，

広義のホームレスは拡大しているという指摘がある23)。

彼らの中には「屋根のある場所」と路上を行き来する

人々も存在し，路上で生活する「ホームレス者」の予備

軍でもある。住居不安定者の多くが偏食や寝不足といっ

た理由から健康状態が悪く，また体調が悪くても受診す

る金銭的余裕や健康保険証がないこと，アルコール依存

や知的障害など基礎疾患をもっている者が多いことが報

告されており24)，今後はいわゆる「路上生活者」のみな

らず「広義によるホームレス者」への対策が必要となっ

てくる。

　RRが 5未満のリスク集団は，外国人労働者，関節リ

煙者およびアルコール過剰摂取者〕

　PAFが 5%以上でRRも 5以上であったリスク集団は

高齢者と糖尿病患者であり，これらは公衆衛生政策上，

最も優先度が高い集団と考えられる。本邦において高齢

者は最大のリスク集団といえる。70歳代以上の高齢者

の多くは，若年期に結核菌の曝露をうけ，潜在性結核感

染状態のまま現在に至っている。そして，今，高齢化や

様々な合併症による免疫力の低下といった複数の要因が

内因性再燃のリスクを高めている。診断の遅れ対策など

に加えて食生活やアルコール・喫煙などに関する保健指

導といった全般的な健康指導を通してのリスク対策が必

要である。さらには，高齢者施設の利用の増加により，

高齢者同士により結核の外来性の再感染に対する対策も

早急に望まれる。高齢者施設等における定期的な胸部X

線健診や職員に対する啓発が必要である。

　一方で，糖尿病患者に関しては解釈に注意が必要であ

る。Tableにある推定値は，RRは内山による報告 4)であ

り，PAFは内山によるRRと厚生労働省の患者調査によ

る「現在治療を受けている患者数」を糖尿病人口として

算出した。内山の報告は1998年のものであり，現状を正

確に反映していない可能性も考えられる。さらには厚生

労働省の国民健康・栄養調査によると，成人男性の15.7

%，女性の8.6%がこれまでに糖尿病であるといわれた

ことがあり，うちそれぞれ39.0%と35.4%が未治療，あ

るいは過去に治療を受けていたが現在中断していた 20)。

したがって実際のリスク集団は「患者数」よりも遥かに

大きく，また「患者」よりさらにリスクが高いことが考

えられる。

　RRが 5未満であったリスク集団は生活保護受給者，

喫煙者およびアルコール過剰摂取者であった。生活保護

受給者に関しては，例えばホームレス者と比較すると

RRは低いが，栄養不良や経済的な理由による受診の遅

れなど様々なリスクを有している。さらには若中年者に
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ウマチ患者および看護師・保健師であった。外国人労働

者に関しては，星野らが2006年における外国人労働者

の罹患率を49.5と報告しており25)，本研究の結果，増加

していたことがわかった。外国人労働者数は年々増加傾

向にあり，また，日本政府は，東日本大震災の復興事業

や2020年の東京オリンピック・パラリンピックの開催

に伴い，建設業の労働者が不足するおそれがあるとし

て，2015年春をめどに時限的な措置として技能をもつ外

国人労働者の受け入れを拡大する方針で，具体策の検討

に入っている。アジアを中心とした外国人労働者が一時

的に大きく増加する可能性があり，動向を注意深く見守

る必要がある。

　関節リウマチ患者に関しては，厚生労働科学研究班が

2002年より国立病院機構免疫異常ネットワークリウマ

チ部門を中心に全国規模の関節リウマチ患者情報収集の

ためのネットワーク（NinJa）を構築し，情報収集を行

っている。それによると2003～2011年度NinJa登録リウ

マチ患者55,003例中，46例に結核が発症し，リウマチ患

者の結核標準化罹患率比は（Standardized incidence rate 

ratio：SIR）4.0であった。しかしTNF阻害療法により，

SIRはさらにインフリキシマブで5.5倍，エタネルセプ

トで1.4倍に増加したとの報告もあり5)，本邦でTNF阻

害療法を施行されるリウマチ患者が急増していることか

ら，結核スクリーニングの徹底や予防投与などの対策を

強化し，今後も動向を注意深く観察する必要がある。

　看護師・保健師に関しては本研究では性，年齢構成を

考慮しない粗罹患率比を計算したが，山内らによる看護

職の年齢構成に調節した一般女性罹患率と看護職の結核

発病の罹患率比は4.5，年齢階級別では20歳代が最も高

く8.2であった。さらに山内らは年齢調整罹患率比が増

加傾向にあり，院内感染予防の対策の強化が必要不可欠

としている26)。

〔低PAF群：外国人留学生，刑事施設被収容者，HIV陽

性者，医師，血液透析患者〕

　PAFが 1%未満で，RRが 5以上であったリスク集団

は外国人留学生，刑事施設被収容者およびHIV陽性者で

あった。外国人留学生に関しては，前述した星野らの報

告 25)によると2008年における罹患率は94.4であったが，

本研究では2011年で123.3と増加していることがわかっ

た。外国人留学生の数は年々増加傾向にあり，うち92.3

%がアジア諸国，62.3%が中国からの留学生である27)。

学生は入学時に健康診断が行われているが，脱落率が高

く，服薬支援に大きな課題が残る。

　刑事施設被収容者に関しては日本人口における割合は

小さいものの，刑事施設被収容者が結核に対して脆弱で

あることは世界的にも認められており，本邦も例外では

ない。刑事施設における結核は社会的な影響も大きく，海

外では刑事施設内で発生した結核が面会者や刑事施設職

員を通して一般社会に広がった事例も報告されている28) 29)。

未治癒や不適切な治療を受けて出所する患者も大きな問

題となっており，本邦でも毎年，刑事施設にて発病した

結核患者の約 1割が結核の治療を終えずに出所している

ことがわかっている16)。被収容者および出所者への対策

には他施設間連携を確立していく必要がある。

　HIV陽性者に関しては，本稿ではエイズ動向委員会の

報告数を用いたが，実数は報告件数の約 5倍であろうと

推定している報告もあり30)，RRおよびPAFの正確な推

定にはさらなる検証が必要である。また藤田はHIV感染

者からの結核発病予防の観点からは潜在性結核感染症

（LTBI）の早期発見・治療とホームレスや糖尿病，アル

コール依存などHIV感染以外のリスク要因への対策が必

要としている31)。

　PAFが 1%未満でなおかつRRも 5以下であったリス

ク集団は血液透析患者と医師であった。血液透析患者に

関しては現在エビデンスが少ないのが現状である。しか

し慢性腎臓病が第二の国民病として増加傾向（現在の患

者数は1,330万人，20歳以上の成人の約 8人に 1人）に

あることを鑑みると，血液透析患者も増加し続けると考

えられる。現状分析や実際の対策を進めるうえで透析医

と結核専門医の共同研究が望まれる。

結　　　論

　それぞれのリスク集団のPAFおよびRRを総合的に評

価することで，政策上の優先順位について検討した。こ

れまでにも「ハイリスクグループ」や「デインジャーグ

ループ」が存在することは明らかにされており，ハイリ

スク者健康診断など対策が講じられてきた。しかし，今

後本邦が低蔓延化を目指すうえでは，リスクは低いが人

口が大きい集団（低RR，高PAF）および，リスクは高

いが人口は小さい集団（高RR，低PAF）の両方の存在

を認識し，より対策の個別化が必要になってくると考え

る。また，今回低栄養や精神病院入院患者，薬物乱用者

など研究報告が少なかったため，相対危険度およびPAF

の算出に及ばなかった集団に関してもエビデンスを構築

していく必要がある。
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Abstract　[Objective] Despite the decreasing trend in tuber-
culosis (TB) cases reported within the general population, TB 
incidence remains high in certain high-risk groups in Japan. 
Many of the previous discussions and studies have concen-
trated mainly on the elderly and those with clinical risks ; 
however, no comprehensive evaluation has been conducted to 
date. Our study thus sought to estimate the relative risk (RR) 
and the population attributable fraction (PAF) of selected risk 
groups in Japan and discuss their relevance to programming 
future research needs and policies. 
　[Method] PAF and RR were calculated for patients with 
human immunodefi ciency virus infection, diabetes, rheuma-
toid arthritis, those on dialysis, the elderly, health care workers, 
the homeless, people receiving public assistance, foreigners, 
prisoners, smokers, and those with alcohol problems, and were 
grouped into high PAF  (PAF ≧5％), middle PAF  (5％

＞PAF≧1％), and low PAF  (PAF＜1％) groups. 
　[Results] The elderly and patients with diabetes showed 
the highest PAF and RR and should thus be prioritized for 
policies.

Key words: Risk groups, Relative risk, Population attribut-
able fraction, Health policy
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